
ＮＥＣの裁量労働制の拡大は職場に何をもたらすか？ 
サービス残業の「合法化」で、際限ない長時間  
労働を強いる  
 ＮＥＣは、これまで研究職（約３００人）に適用していた裁量労働制を１０月にＶ

ワーク適用者にも拡大する計画（新Ｖワーク制度）です。  
 今職場では、Ｖワークによる違法な不払い残業（サービス残業）が問題になっ

ており、労基署の指導も入っています。 
なぜ今、ＮＥＣは裁量労働制の拡大（Ｖワークから裁量労働制への移行）を急

ぐのでしょうか？ 

残業代不払い「合法化」と労働強化で人件費削減  

①不払い残業（サービス残業）を「合法化」 
Ｖワークは「疑似裁量労働制」であり、昨年４月の厚生労働省通達によ

り、残業時間を自己申告ではなく、タイムカード等で管理することが徹

底・指導がありましたが､ＮＥＣはそれを守って来ませんでした。この問

題をクリアーするため､会社は金がかからず、不払い労働を「合法化」し、

継続できる裁量労働制に移行しようとしています。 
②実質的に残業野放しで長時間労働を強い、人件費コスト削減 
裁量労働への移行によってＶワークでは違法だった不払い（サービス）残業が、「合法化」され（裁量労働制では「みなし労働時

間」が導入され、極端な長時間残業を除いて「残業」という概念がなくなり、統計上も残業ゼロとなる）、会社は大手を振って長時

間残業を行わせることが可能になります。このような手段で人件費コストを低減することが会社のねらいではないでしょうか。 
 

Ｖワーク→裁量労働制移行で どのような問題点が 

①どうして現状のＶワーク適用者を全員 裁量労働制に移行できるのか？ 
Ｖワーク適用者のプラクティスファイルに記述してる仕事は目標「期待する行動やスキル」であって､現実には上司の指示に基

づく納期のある仕事に追われているのが現実です。そのような状態でＶワーク適用者には裁量労働制に該当する裁量権（人事・

金・時間）があると言えるのでしょうか。 
 
②勤務時間の正確な実態把握をせずに､適正なみなし労働時間を設定できるか？ 
  会社は勤務管理について、当面は現状通りＶシート（本社・田町）及び Web版の TIMESで行うとして、みなし労働時間を８.
７５H として設定しています。「自主申告」に基づく労働時間の把握では､実態と大きくかけ離れた時間になるのではないでし
ょうか。客観的な労働時間の記録がなくて､みなし労働時間の設定などできるのでしょうか？ 
厚生労働省の指導指針は、たとえ裁量労働制の勤務でも、健康管理の観点から出退勤時間を管理をするよう勧告しています。 
 

 ③超過申請は果たしてできるのか？ 
新人事処遇制度の導入により「時間中に仕事が終わらないのは能力がないから、仕事ができないから」といった風潮のため、

本当に負荷が多く、残業をせざるをえなくても超過申請は出しにくい雰囲気があるのではないでしょうか。 
現在のＶワークでも超過申請はきわめて少なく、裁量労働制で超過申請制度が改善される保障はありません。 
 

 ④不払い残業（サービス残業）がますます増加する 
  Ｖワークでは、不払い残業は「違法」ですが、裁量労働制では「超過申請による残業」を除いて、事実上残業代支払いとして

の「残業」という概念がなくなるため、残業しても統計上は「残業なし」となり、残業規制の国際・国内的な「圧力」もなく

なります。従って、不払い残業の「合法化」により、残業が事実上野放しになり、長時間労働を強いられることになります。 
 
 ⑤過労死など労働者の健康破壊がいっそうすすむ恐れがある 
  サービス残業が蔓延することにより、新人事処遇制度の「成果主義」賃金と相まって労働者の長時間・過密労働がいっそうひ

どくなり、健康破壊（精神的な疾患を含む）、更に過労死が増加する恐れがあります。また、不幸にして過労死しても残業時間

が記録されないため、過労死の労災申請も非常に困難になります。 
  このように「新Ｖワーク制」の導入は、長いたたかいによって勝ち取ってきた８時間労働制を崩す暴挙ではないでしょうか。 
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厚生労働省の通達（２００１年４月６日）を生かし 

沖電気では不払い残業（２７００万円）の支払いを勝ち取る 
  沖電気の職場では、９８年から、ただ働き強制システムというべき「残業ゼロ化」と疑似裁量労働制である「ＨＯＰワーク制」

（Ｖワークと同じような制度）が導入され、不払い残業（サービス残業）が職場に蔓延しました。０１年、職場の労働者有志が

労基署に申告したことで、沖電気は労基署の監督と指導下におかれました。その結果、０１年９月に導入された新出退勤管理シ

ステムでは、「出退勤時刻の記録」が全従業員に義務づけられることになり出退勤時刻の記録が証拠になり､「サービス残業」に

よる不払い賃金の一部を６月２０日の一時金支給日に支払わせることができました。不払い労働を申告していた職場をはじめ､

ＨＯＰ勤務者を対象に０１年度下期分として、２７名に２７００万円が支払われました。 
  

出退勤時刻の記録が決め手 

この間､労働基準監督署がサービス残業を発見できたのは､労働者が自主申告した時間と実際の出退勤時刻の記録に相違が

明らかになったからです。その証拠をもとに､厚生労働省は､労働時間の適正な把握を該当する企業に指導しました。 
不払い残業代（サービス残業）を会社に支払わせたり､病気になった時､労災認定を勝取るためには、それまでの実際の出退

勤時刻の記録が必要です。（メモ書きでもかまいませんので、出退勤時刻を必ず付けるようにしましょう。） 

サービス残業の温床の自主申告を止め､出退勤時刻を自動記録システムに  

会社がサービス残業の実態を覆い隠す､隠れ蓑にしているのが「自主申告」です。 
ＩＣカード読み取り機を活用すればすぐにでも､出退勤時刻の記録ができます。客観的で正確な記録を仕組みとしてつくる必要

があります。 

 

サービス残業撲滅へ 「連合」がこの秋から本格運動 
ＮＥＣ労組の上部組織である「連合」が秋から来春闘にかけてサービス残業撲滅を最重要課題として取り組むことを､

９／１２の中央執行委員会で決めました。 
①「労働時間管理の協定化」をはかるとして､出退勤や残業などの労働時間の把握方法について労使で確認し､協定化 
 する 
②サービス残業の温床になっている自己申告制度の見直しを厚生労働省に求め､全国の労働基準監督署単位に労働時 
 間適正化協力員（仮称）を設置し､監督官の抜き打ちで行う職場立ち入り調査を徹底・強化する 
 
という内容で､「リストラによる長時間・不払い残業の横行や過労死・自殺の増加をこれ以上放置するわけにいかない」

としています。 
ＮＥＣ労組にこのような社会動向に呼応し､職場から不払い残業（サービス残業）を根絶する運動に率先して取り組む

よう､はたらきかけましょう。 

ＮＥＣ労働者懇談会の見解「ＮＥＣの裁量労働制の拡大は職場に何をもたらすか？」は、 
ELIC NECホームページ：http://www.eva.hi-ho.ne.jp/elicnec に掲載しています。必見です！ 
 


